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奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する要綱奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する要綱奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する要綱奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営の基準に関する要綱    
 

 第１ 目的等 １ この要綱は、「奈良県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する条例」（平成 24年 10月奈良県条例第 16号。以下「基準条例」という。）の施行に関し、基準条例に定める指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準の趣旨及びその運用について、必要な事項を定めるものとする。 ２ この要綱に規定する指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準の趣旨及びその運用についての事項は、第２から第４に定めるもののほか、「健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」（平成 12 年３月 17 日老企第 45 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知。以下「解釈通知」という。）の定めるところによるものとする。 
 第２ 設備に関する基準（基準条例第５条、第６条及び第７条） １ 基準条例第５条第５項、第６条第５項及び第７条第５項は、木が有する効用及び性質が入所者へのサービス提供等に有効であることから、木材の利用に配慮することとしたものである。 

 第３ 運営に関する基準 １ 施設サービス計画の作成（基準条例第１８条） 基準条例第１８条第９項に規定する、施設サービス計画の変更について、計画担当介護支援専門員は、解釈通知第４の１０（９）の規定のほか、入院患者が介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２８条第２項に規定する要介護更新認定を受けた場合等必要に応じて施設サービス計画の変更を行うものとする。 ２ 食事（基準条例第２２条） 基準条例第２２条第２項は、規則的な食事が、単なる栄養の摂取のみにとどまらず生活の質の維持及び向上において重要な意義を持つことを踏まえ、入所者の心身の状況及び嗜好への配慮に加えて旬の食材や郷土食を取り入れる等の献立の工夫に努めることにより、利用者の食べる意欲の維持及び向上に努めることとしたものであること。 ３ 勤務体制の確保等（基準条例第２９条） 
   基準条例第２９条第４項は、従業者がやり甲斐を感じ働き続けることができるよう職場環境の整備を促進するため、従業者に対し、その能力、資格、経験等に応じた処遇を行うよう努めることとしたものであること。 ４ 衛生管理等（基準条例第３２条） 基準条例第３２条第２項第２号に規定する、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針には、解釈通知第４の２２（２）②の定めのほか、感染対策委員会の構成員及び開催頻度を規
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定するものとする。 ５ 事故発生の防止及び発生時の対応（基準条例第３９条） 基準条例第３９条第１項第１号に規定する、事故発生の防止のための指針には、解釈通知第４の２７①の定めのほか、介護事故の防止のための委員会の構成員及び開催頻度についての項目を盛り込むこととする。 ６ 記録の整備（基準条例第４１条）   基準条例第４１条第３項第１号の規定に基づき、次に定めるものについては５年間保存しなければならない。なお、同条第３項第２号に掲げる記録については、２年間保存しなければならない。 ① 施設サービス計画   ② 勤務形態一覧表、勤務簿、タイムカード等従業員の勤務実績に関する記録   ③ フロア日誌、日報等利用者の入所状況、職員の勤務状況及び特記事項が記載された記録   ④ 介護給付費明細書   ⑤ 利用者負担分に係る領収関係書類   ⑥ 加算の算定要件を基礎付ける記録   ⑦ 基準条例第１６条第６項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況、緊急やむを得ない理由（当該理由について検討した過程を含む。）、解除予定日並びに解除に向けた具体的な取組の記録   ⑧ その他請求内容の基礎となる記録 ７ 報告（基準条例第４２条） 基準条例第４２条に規定する報告は、次に掲げる書面により行うものとする。 ① 施設状況報告書 ② その他介護サービスの質の向上を図るために必要と認める情報を記載した書面 
 第４ ユニット型指定介護療養型医療施設 １ 設備に関する要件（基準条例第４５条、第４６条及び第４７条） 基準条例第４５条第７項、第４６条第７項及び第４７条第６項については、基準条例第５条第５項と同趣旨であるため、第２の１を参照されたい。 ２ 食事（基準条例第５１条） 
  基準条例第５１条第２項については、基準条例第２２条第２項と同趣旨であるため、第３の２を参照されたい。 ３ 勤務体制の確保等（基準条例第５４条） 
 基準条例第５４条第５項については、基準条例第２９条第４項と同趣旨であるため、第３の３を参照されたい。 ４ 準用（基準条例第５６条） 基準条例第５６条の規定により、基準条例第１８条、第３２条、第３９条、第４１条及び第４２条の規定は、ユニット型介護老人保健福祉施設について準用されるものであるため、第３の１及び４か
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ら７までを参照されたい。 
 附 則 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
 


